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 研究要旨 

 ３年間全体について 

 本研究課題では、認知症の発症と介護費用の推移を主たるアウトカムとして、地域在

住高齢者の大規模コホートでの認知症発症に関連する要因の抽出、介護予防事業が認知

症の発症および介護費用の抑制に効果があるかについて、費用対効果の面からも検証し

た。 

愛知コホートでは、地域在住高齢者（総数 5,104 名）のベースラインにおける心身機能の

実測データ、最大追跡期間 48か月間における認知症発症および要介護発生の追跡データに

よる解析システムを構築した。そのシステムにより解析した結果、全追跡期間中に認知症

を発症した者は 5.3%であった（平均追跡期間 42.4 か月）。年齢とともに発症の割合は増加

し、追跡期間を 1 年に設定すると 65～69歳で 0.2%、70～74歳で 1.2％、75～79歳で 2.0%、

80 歳以上で 3.2%であったが、全追跡期間（平均追跡期間 42.4 か月）においては 65～69 歳

で 1.9%、70～74歳で 4.1％、75～79歳で 9.8%、80歳以上で 13.5%であり、年齢は認知症発

症リスクを増大させる最も影響力の強い因子であることが確認された。その他にベースラ

インにおける心身機能と認知症発症との関連からは、軽度認知障害（mild cognitive 

impairmnet：MCI）を有する者、主観的なもの忘れのある者、歩行速度の低下している者で、

将来の認知症発症リスクが有意に増大することが明らかとなった。 

 介護給付費の推移による分析では、新規の要介護認定者の中でも認知症の診断のある者

では、認知症の診断のない者に比べて、介護保険サービス利用額が高額になることが示さ

れた。また、MCI 高齢者または身体的フレイルを有する高齢者に対する地域ベースでの介

入研究への参加の有無による介護保険サービス利用額の差異を比較した結果、運動もしく

は教育講座へ参加してもらう介入研究に参加した者では、参加しなかった者と比較して、

ベースライン以降の 24 か月間での介護保険サービスの利用額が介入に参加した群で有意に

少なかった。これらの結果は、社会経済的な観点からも認知症予防の重要性を示す結果で

あるものと考える。さらに、ベースラインで身体的フレイルもしくは MCI に該当した者で

は、追跡期間中に請求した介護保険サービス利用額にも有意な差が生じており、身体的フ

レイルもしくは MCI といった心身機能の低下を予防することは、社会保障費にも多大な影



 

響を及ぼすことが示唆された。 

 

平成２８年度について 

ベースラインにおいて認知症の診断のある者などを除く 4,361 名を対象として認知症発

症の追跡データ（平均追跡期間 42.4か月）から全追跡期間中に発症した者は 230名（5.3%）

であった。追跡期間を 1年に設定すると 65～69歳で 0.2%、70～74歳で 1.2％、75～79歳で

2.0%、80 歳以上で 3.2%であったが、全追跡期間（平均追跡期間 42.4 か月）においては 65

～69 歳で 1.9%、70～74 歳で 4.1％、75～79 歳で 9.8%、80 歳以上で 13.5%であった。ベー

スラインで MCI を有する者では認知症の発症割合が高く、なかでも健忘型ならびに多重領

域（multiple）で認知機能の低下を認めた者において発症割合が高かった。さらに、主観的

なもの忘れの有無と認知症発症との関連を検討した結果、認知的に正常な高齢者において

も主観的なもの忘れを有することで約 1.9倍の認知症発症リスクを示していた。一方で、認

知機能低下を有する高齢者においては、主観的なもの忘れの有無が認知症発症に対しての

影響は有意ではなかった。 

地域での介護予防（認知症予防含む）を目的とした介入プログラムに身体的フレイルを

有する参加した 257 名と参加しなかった 257 名（プロペンシティスコアマッチングによっ

て抽出）では 48 か月間での要支援・要介護の発生に有意な差異を認めた（参加者 11.3%、

非参加者 19.8%、p＝0.007）。介入プログラムに参加することで、将来の要支援・要介護発

生のリスクに対して約 40%軽減が図れることが示唆された。また、ベースラインで認知機

能が低下していた者や身体的なフレイルを有していた者では、その後の 29か月間の追跡結

果において、利用する 1人当たりの介護給付額が有意に高額であることが確認された。 

また、北海道コホートにて介護予防事業参加と認知症発症の関連を検討した結果、ベー

スラインから40か月間において新たに認知症を発症した者は介護予防事業参加者で4.0%で

あったのに対して不参加者では 5.2%であった。ベースライン特性の比較では、新たに認知

症を発症した者はベースラインの快適歩行速度が遅く、認知機能検査における単語記憶お

よび物語記憶の得点が低かった（p<0.05）。 

 

 主任研究者 

  牧迫 飛雄馬 国立長寿医療研究センター健康増進研究室（室長） 

 分担研究者 

  島田 裕之 国立長寿医療研究センター予防老年学研究部（部長） 

  古名 丈人 札幌医科大学保健医療学部理学療法学第一講座（教授） 

（平成２７年度・平成２８年度のみ） 

 

 研究期間 平成２６年４月１日～平成２９年３月３１日 

 



 

Ａ．研究目的 

本課題では、認知症の発症および要介護の新規発生、介護費用の推移をアウトカムと

して、地域在住高齢者の大規模コホートでの認知症発症に関連する要因の抽出と、介護

予防事業が認知症の発症および介護費用の抑制に効果があるかについて費用対効果を検

証する。 

 認知症患者および軽度認知障害（mild cognitive impairmnet：MCI）を有する高齢者は、

あわせて800万人を超えるとも推定されており、今後もさらなる増加が懸念され、認知症

の予防や発症遅延のための取り組みが重要視されている。これまでの疫学調査結果を基

として、積極的な身体活動や社会参加、対人交流の増加などが、認知症の発症を抑制す

る保護因子として有用であることが期待されている。これらの生活習慣の改善に主眼を

置いて、主として身体活動を促進する介入によって、認知機能や脳機能（血流や容量の

増大など）の改善が報告されている。しかしながら、これらの効果は介入前後での認知

機能や脳機能の変化を捉えるにとどまっており、認知症発症の抑制や介護費用の抑制に

効果がもたらされているかの評価には至っていない。本研究の対象となるコホートでは、

平成22年度から非薬物による認知症予防のための介入試験を実施している。その結果と

して、記憶や言語機能に改善が認められ、脳萎縮の抑制にも効果がもたらされている。

これらの地域で実践する認知症予防や介護予防の取り組みが認知症発症の抑制や介護費

用の抑制効果を明示することができれば、地域保健事業をより高い科学的な根拠レベル

を持って推進することが可能となる。さらに、わが国での大規模コホートによって認知

症発症に関連する要因を明確にすることで、さらに効果的に認知症発症の抑制が期待で

きるプログラムの開発に寄与することが期待できる。 

本研究課題において、国民健康保険データベースおよび介護保険データベースを基に認

知症発症の有無と介護費用の推移を追跡することが可能となるように、分析システムを構

築することを主たる目的とした。分析内容としては、医療診療情報および介護給付情報の

追跡情報を基に、ベースライン調査における身体的フレイルを含む心身機能状態が介護

サービス利用の増大につながるか否かを検証した。また、高齢者機能健診参加者の実測デ

ータと認知症発症情報および介護保険利用料とを連結し、地域で展開する介護予防事業に

参加してきた高齢者と参加していない高齢者を比較して介護保険利用の費用対効果を検

証した。また、地域在住高齢者における認知症の発症と関連する要因を検討し、ベースラ

インにおける認知機能や身体機能とその後の認知症発症との関連を調べた。平成 27年度以

降は、類似のシステムを北海道コホートに適用し、北海道コホートでの後期高齢者におい

て認知症発症に関連する要因の抽出と、介護予防事業が認知症の発症抑制に効果があるか

について検証することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 ３年間全体について 



 

本研究では、認知症発症や要支援・要介護の新規発症、ならびに介護保険利用額をアウ

トカムとした縦断的な解析が可能となるように、医療保険による診療報酬請求（レセプト）

情報および介護保険利用請求状況を含めたデータベースを作成し、縦断的な解析システム

の構築を試みた。認知症発症については、アルツハイマー型、脳血管型、前頭側頭型、そ

の他の 4 つに操作的に分類し、新規の発症状況とベースラインにおける機能健診データと

の関連を分析した。また、要支援・要介護の発生についてはベースライン以降の 48か月ま

で分析が可能な状況とし、介護保険利用額についてはベースライン以降の 29か月間を追跡

可能な期間とした。 

平成 27年度から参画の北海道コホートについては、北海道美唄市にて実施した機能測定

会（平成 24 年 11 月～25 年 11 月、ベースライン調査）に参加した 75 歳以上の後期高齢者

を対象として、認知症発症に関連する要因の抽出および介護予防事業による認知症発症抑

制効果を検討するため、介護予防教室への参加状況と認知症の医療レセプト情報について

の追跡調査を実施した。認知症発症に関しては、後期高齢者医療制度の疾患分類の中から

血管性認知症およびアルツハイマー型認知症に関するコードを抽出し、いずれかによる診

療報酬請求が新たに生じた時点を認知症発症と定義した。 

 

 平成２８年度について 

 愛知コホートについては、追跡期間を最大 48 か月後まで延長させた分析システムを洗練

させ、ベースラインにおける認知機能ならびに主観的記憶の低下が認知症の発症にどのよ

うな影響を及ぼすか検証した。さらには、追跡期間の違いにより、リスクの程度がどの程

度変化するのかについても合わせて検討した。また、地域での介護予防（認知症予防含む）

を目的とした介入プログラムに参加したか否かで、その後の 48か月間での要支援・要介護

の発生に差異があるかを検証した。要介護の発生に関しては、また、介護サービス利用額

については、ベースライン以降の 29か月までの解析が可能な状況となり、ベースラインの

認知機能および身体的フレイル状況によって群分けをして、追跡期間中の公的案介護サー

ビスの利用による介護給付額の差異を分析した。 

 北海道コホートについては、平成 24年 11月～25年 11月のベースライン調査に参加した

後期高齢者 411名のうち、データ利用に関する同意が得られた 228名に対して介護予防教室

への参加状況と認知症の医療レセプト情報についての追跡調査（～平成 28年 3月）を実施

した。統計解析として、認知症の発症に関わる行動特性を明らかにするため、認知症を新

たに発症した者と発症しなかった者でベースラインの行動指標を比較検討した。また、フ

ォローアップ調査（平成 27年 9月）に参加した 176名に関して、縦断データを用いた分析

から、介護予防教室に参加した高齢者における認知機能の縦断変化の特徴を検討した。 

 

（倫理面への配慮） 

 ３年間全体について 



 

 愛知県をフィールドとした研究は、国立長寿医療研究センター倫理・利益相反審査の承

認を得て実施した。また、北海道をフィールドとした研究については、札幌医科大学倫理

員会の承認を得て実施した。 

 

Ｃ．研究結果 

 ３年間全体について 

（1）地域在住高齢者における認知症発症状況とその関連要因 

愛知コホート（分析総数 5,104名）における認知症発症の追跡データ（平均追跡期間 42.4

か月）から全追跡期間中に発症した者は 5.3%であった。年齢階級別の発症割合をみると年

齢とともに割合は増加し、追跡期間を 1年に設定すると 65～69歳で 0.2%、70～74歳で 1.2％、

75～79歳で 2.0%、80 歳以上で 3.2%であったが、全追跡期間（平均追跡期間 42.4か月）に

おいては 65～69 歳で 1.9%、70～74 歳で 4.1％、75～79 歳で 9.8%、80 歳以上で 13.5%であ

った。年齢は、認知症発症リスクを増大させる最も影響力の強い因子であることが確認さ

れた。 

 ベースラインの心身機能と認知症発症との関連を調べると、認知機能正常群での認知症

発症率は 1.4%であったのに対し、軽度認知障害（MCI）群では 4.7%、全般的な認知機能低

下（GCI）群では 9.6%であった。年齢、性別、教育歴を調整した後でのハザード比は、認

知機能正常群に対して MCI群で 3.0、GCI群で 4.8であった。さらに、主観的記憶低下（も

のわすれ）の訴えと歩行速度低下（性・5 歳階級別標準値より 1SD 以上低下）によって定

義されるMCR と認知症発症との検討を 4,603名の解析にて実施したところ、主観的記憶低

下のみ、歩行速度低下のみ、両者を有する MCR の各群における認知症発症リスクを検討す

ると、調整後ハザード比は各々2.01、2.29、4.26（p＜0.001）であった。また、認知機能の

低下の有無で層化した上で、主観的なもの忘れの有無と認知症発症との関連を検討した結

果、認知的に正常な高齢者においては主観的なもの忘れを有することで約 1.9 倍の認知症発

症に対するハザードを示していた。一方で、認知機能低下を有する高齢者においては、主

観的なもの忘れの有無が認知症発症に対する影響は有意ではなかった。 

 北海道コホートにおいて、追跡 40か月間の新規の認知症発症と関連する要因を検証した

結果、ベースラインの快適歩行速度が遅く、認知機能検査の得点が低いことが明らかにな

った。 

 

（2）地域での介入による要介護発生、認知症発症の抑制の効果 

地域での介護予防（認知症予防含む）を目的とした介入プログラムに参加することによ

る要介護発生の抑制効果を検証した結果、プログラムに参加した身体的フレイルを有する

257 名と参加しなかった 257 名（プロペンシティスコアマッチングによって抽出）では 48

か月間での要支援・要介護の発生に有意な差異を認め（参加者 11.3%、非参加者 19.8%、p

＝0.007）、介入プログラムに参加することで約 40%のリスク軽減が図れることが示唆された。 



 

 北海道コホートの解析では、追跡 40か月間で本研究において介護予防教室参加者におけ

る認知症発症率は 4.0%であったのに対して不参加者は 5.2%であり、統計学的な有意差は認

められなかったものの、介護予防教室参加による認知症発症の抑制的な傾向が示された。 

 

（3）介護保険サービス利用額との関連 

ベースライン調査以降に新規で要介護認定を受けて、介護保険サービスを利用した 115

名（平均 79 歳）のうちで、認知症による医療費請求のあった 39 名と認知症の診断のない

76 名において 24か月間での介護保険請求額を比較したところ、認知症による医療費請求の

あった要介護認定者では認知症による請求のなかった要介護認定者よりも介護保険サービ

ス利用額が有意に高かった（認知症診断者：平均 99万 4,430円、認知症非診断者：平均 59

万 5,756 円、P＝0.015）。また、ベースライン調査にて認知機能が低下していた者や身体的

なフレイルを有していた者では、その後の 29か月間の追跡結果において、利用する 1人当

たりの介護給付額が有意に高額であることが確認された。 

 

 平成２８年度について 

（1）ベースラインの心身機能と将来の認知症発症 

愛知コホートにおいて、ベースラインで認知症の診断のある者などを除く 4,361名を対象

に認知症発症の追跡データ（平均追跡期間 42.4か月）から全追跡期間中に発症した者は 230

名（5.3%）であった。追跡期間を 1 年に設定すると 65～69 歳で 0.2%、70～74 歳で 1.2％、

75～79歳で 2.0%、80 歳以上で 3.2%であったが、全追跡期間（平均追跡期間 42.4か月）に

おいては 65～69 歳で 1.9%、70～74 歳で 4.1％、75～79 歳で 9.8%、80 歳以上で 13.5%であ

った。ベースライン調査時点で MCI を有する者において認知症の発症割合が高く、なかで

も健忘型ならびに多重領域（multiple）で認知機能の低下を認めた者において発症割合が高

かった（健常: 3.1%、健忘型 MCI（single）: 5.5%、健忘型MCI（multiple）: 16.7%、非健忘

型 MCI（single）: 7.4%、非健忘型MCI（multiple）: 11.2%）。 

 また、認知機能の低下の有無で層化した上で、主観的なもの忘れの有無と認知症発症と

の関連を検討した結果、認知的に正常な高齢者においては主観的なもの忘れを有すること

で約 1.9倍の認知症発症に対するハザードを示していた。一方で、認知機能低下を有する高

齢者においては、主観的なもの忘れの有無が認知症発症に対する影響を与えなかった。 

 北海道コホートにおいて、追跡 40か月間の新規の認知症発症と関連する要因を検証した

結果、ベースラインの快適歩行速度が遅く、認知機能検査の得点が低いことが明らかにな

った。 

 

（2）地域での予防介入の効果 

地域での介護予防（認知症予防含む）を目的とした介入プログラムに参加することによ

る要介護発生の抑制効果を検証した結果、プログラムに参加した身体的フレイルを有する



 

257 名と参加しなかった 257 名（プロペンシティスコアマッチングによって抽出）では 48

か月間での要支援・要介護の発生に有意な差異を認めた（参加者 11.3%、非参加者 19.8%、

p＝0.007）。Cox 比例ハザード回帰分析の結果、介入プログラムに参加することで、将来の

要支援・要介護発生の発生リスクが約 40%の軽減が図れることが示唆された。 

また、北海道コホートの解析では、追跡 40か月間の中で介護予防教室参加者における認

知症発症率は 4.0%であったのに対して不参加者は 5.2%であり、統計学的な有意差は認めら

れなかったものの、介護予防教室参加による認知症発症の抑制的な傾向が示された。 

 

（3）介護保険利用額への影響 

介護サービス利用額（総利用額）が観察可能なベースライン調査以降 29か月を基準とし

たデータセットを作成した。身体的フレイルと将来の要介護情報の発生に関する分析が可

能であった 4,539 名を対象に解析した結果、追跡期間（29 か月）中における 1 人当たりの

介護給付額を比較すると、フレイルに該当した者では健常の約 20倍の介護給付額が生じて

いた。75歳以上でより顕著な差額が生じており、75歳以上における 1人当たりの介護給付

額は健常で 21,845 円、プレフレイルで 48,852 円、フレイルで 219,317 円であり（p<0.01）、

健常とフレイルでは 29か月間で 1人当たり約 20万円の差額であった。 

 

Ｄ．考察と結論 

 ３年間全体について 

先行研究では健常高齢者における認知症の年間発生率はおよそ 1～2%と報告されており

（Bruscoli M, et al, 2004）、本研究における認知症発症率は 2年間で 3.1%であり、先行研究

の地域コホートにおける発症率と比較しても概ね妥当な数値であったと考えられた。この

発症率は本研究コホート（愛知）においても加齢に伴い増大し、これまでの多くの先行研

究によって示されているように、加齢は認知症の発症の重要な危険因子であり、特に 75歳

以上においてはさらなる認知症予防施策の促進が重要となることが示唆された。 

本研究での追跡結果からは MCI高齢者における認知症の発症率は 4.7%で、健常高齢者に

おける発症率 1.4%よりも約 3 倍程度に高いことが示された。このことは、地域におけるス

クリーニングでも認知症の発症リスクを抽出することが可能であり、そのツールとしてタ

ブレット式 PC による NCGG-FAT が有用となることが確認された。MCI は認知症の前駆状

態とされており、MCI を有する高齢者では認知症の発症リスクが高いことが報告されてい

る（Petersen J et al. Intern Med 2004; Brodaty et al. Alzheimers Dement 2013）。さらに、全般的

な認知機能の低下が疑われる GCI群では、ベースライン以降の認知症発症率は 9.6%にまで

上昇し、健常と判断された高齢者の約 5 倍の認知症発症リスクを有していることが示唆さ

れた。類似の傾向が、北海道コホートにおいても確認できており、NCGG-FAT により評価

した複数領域の認知機能は将来の認知症発症と有意な関連を示すことが明らかになり、認

知症予防のために早期から包括的な認知機能評価を行うことの重要性を示すことができた。



 

また、認知症の発症に関連する行動特性に関しては、日常的な活動性が低いことが特徴と

して示唆されたが、その影響をさらに明らかとするためには、長期的で継続的なデータを

蓄積していく必要があると考えられた。 

これらの結果から、認知機能低下の程度は、近い将来の認知症発症の重要な危険因子と

なることが確認され、地域コホートにおいても、より早期に認知機能の低下を把握するこ

とは、将来の認知症発症リスクを抽出するためにも、非常に重要な課題であると考えられ

た。 

また、客観的な認知機能低下の有無にかかわらず、主観的な記憶低下（もの忘れ）と歩

行速度の低下が併存した状態では、認知症の発症する危険が 4 倍以上に上昇することが示

唆された。歩行速度の低下は、将来の日常生活活動能力の低下に結びつくのみならず（Perera 

et al. J Gerontol A Biol Sci Med Sci. 2016）、生命予後にも影響を与える重要な要因であること

が報告されている（Studenski et al. JAMA 2011）。また、歩行速度の低下は、将来の認知機能

低下（Kikkert et al. Ageing Res Rev 2016）や認知症発症のリスク（Mayor. BMJ 2015）を把握

する重要な指標となり得ることが示唆されている。今回の結果より、歩行速度の低下のみ

を有する高齢者では、認知症発症リスクが 2 倍程度であったのに対して、歩行速度の低下

に主観的な記憶低下（もの忘れ）が伴うことで、約 4 倍の発症リスクへ上昇することが確

認され、MCR は地域における認知症発症リスクを早期に発見するひとつの指標として有用

になり得ることが示された。 

本研究の成果として、認知症の発症のほか、要介護認定の発生や介護保険サービスの利

用額に関する縦断的な分析が可能なシステムを構築することができた。その一部の解析結

果から主張できることは、身体的フレイルを有する状態であっても地域の介入プログラム

に参加することで、要介護の発生リスクを抑制することが可能であり、このことは将来の

介護保険サービス利用額を低減させることにも効果がもたらされるものと推察された。ま

た、身体的なフレイルや軽度認知障害などの加齢に影響を受けやすい心身機能の低下を抑

制することは、社会保障費の抑制が期待される社会経済的な観点からも重要な役割を有す

ることが確認された。認知症を有する高齢者では、直接的なケアのほか、見守りに対する

介護者の支援も多大となることが推察され、本研究における 24か月間の縦断的な分析から

も、認知症の診断のあった要支援・要介護高齢者では、介護保険サービス額が増大してい

た。家族介護者による心的な負担や時間的な負担も考慮すると、さらなる経済的な負担が

大きいことが推察され、認知症を予防すること、または発症を遅延させることは、経済的

な負担の抑制のためにも、非常に重要な課題と考えられる。また、ベースラインで身体的

フレイル、または軽度の認知機能低下を有する者では、要支援・要介護の発生リスクが高

いことに加えて、将来に介護保険サービスに費やす額も高額になる可能性が高いことが示

され、身体的フレイルや認知機能低下を有する高齢者がさらに増大し、このような状態が

長期的に続くと、さらなる経済的な負担が生じるものと推察される。 

 



 

 平成２８年度について 

平成 28年度の解析結果より、追跡期間の違いによって認知症の発症割合が異なることが

分かり、さらには MCI のなかでも認知機能低下の程度が大きいことでよりリスクが高いこ

とが確認できた。先行研究において多領域における認知機能低下を有する者では、単領域

の低下と比較して認知症発症リスクが高かったことが報告されている（Brodaty et al. 

Alzheimers Dement 2013）。さらに、主観的もの忘れと認知症の発症との関連について、高齢

者の認知機能の程度によって主観的もの忘れの影響が異なるかを検討した。その結果とし

て、ベースライン時において客観的な検査において認知機能が正常な高齢者においては、

主観的なもの忘れを有することが認知症発症と強い関連を示した。一方で、ベースライン

時において既に客観的な検査において認知機能低下を示していた高齢者では、主観的な物

忘れの有無は認知症発症と有意な関連を認めなかった。メタアナリシスにおいて、主観的

なもの忘れを有する者は、観察期間 86,200 人・年における認知症発症率が 2.33%となり、

主観的なもの忘れのない者の 1.00%と比較して、リスクとなり得ることが示されており

（Mitchell AJ, et al: Acta Psychiatr Scand 2014）、本研究においても一部で同様の結果が得られ

た。 

認知機能の側面のみならず、身体的フレイルを有する高齢者では将来に要支援・要介護

を発生する危険が高く（Makizako H, et al. 2015）、フレイル予防のための様々な策が施され

ている。その効果を客観的に示すことは、長期的な観察が必要であったり、十分なサンプ

ルサイズを確保することが困難であったりして、容易ではない。本研究の結果より、地域

での介護予防（認知症予防含む）を目的とした介入プログラムに参加することによって、

要介護の新規発生リスクが有意に軽減することが示され、地域での介入プログラムの促進

を裏付ける成果になり得るものと考えられた。本研究では、要介護発生リスクを地域での

介入プログラムに参加することで約 40%抑えられることが示された。また、社会経済的な

観点から、ベースラインで身体的フレイル、または軽度の認知機能低下を有する者では、

要支援・要介護の発生リスクが高いことに加えて、将来に介護保険サービスに費やす額も

高額になる可能性が高いことが示された。特に、身体的フレイルの有無で検討すると、75

歳以上においては健常とフレイルでは 29 か月間で 1 人当たり約 20 万円の差額が生じてお

り、この状態が長期的に続くと、さらなる経済的な負担が生じるものと推察される。 

これらの本研究結果より、身体的なフレイルを有する状態であっても、地域での介入プ

ログラムに参加することで将来の要介護発生リスクを軽減することが可能となることが示

され、身体的なフレイルを有することは近い将来の介護保険利用額にも多大な影響を及ぼ

すため、社会経済的な観点からも身体的フレイルを予防することの重要性も示唆された。 

また、北海道コホートにおいても縦断的な解析を試みた結果、新たに認知症を発症した

者は 4.8%であった（合計追跡期間 40か月）。この割合として、介護予防教室参加者が 4.0%

であったのに対して不参加者は 5.2%であり、統計学的な有意差は認められなかったものの、

介護予防教室参加による認知症発症の抑制的な傾向が認められた。複数の先行研究におい



 

て運動を主とした教室型介入によって認知機能が向上することが報告されており（Suzuki T, 

et al, 2013; Nishiguchi S, et al, 2015）、介護予防教室による介入によって、認知症の予防効果

が期待される結果であったが、これらの効果を明らかとするためにはさらに長期間の継続

で観察を続ける必要があると考えられた。さらに、認知症発症に関わる機能特性について、

ベースラインの機能状態の比較では、新たに認知症を発症した者はベースラインの快適歩

行速度が遅く、認知機能検査の得点が低いことが明らかになった。後期高齢者においても、

認知症予防のために歩行機能および認知機能を維持することの重要性が改めて示された結

果と考えられた。 
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